
中学校給食の無償化を求める意見書 

 

学校給食は、子どもたちの健全な成長を支え、正しい食習慣を養うための重要な「教

育の一環」である。また、深刻化する少子化への対策や、物価高騰に直面する子育て世

帯の経済的負担を軽減するため、給食費の無償化は極めて有効な施策である。 

政府は、２０２６年４月から「給食費負担軽減交付金」を創設し、公立小学校におけ

る全国一律の無償化へ踏み出した。このことは、国が学校給食無償化の必要性を認め、

義務教育の「無償の範囲」を拡大する第一歩として高く評価されるものである。 

しかしながら、公立中学校に関しては「できる限り速やかに実現する」との方針が示

されているものの、２０２７年度以降の具体的な国費負担のスケジュールや財政支援の

全容は未だ確定していない。 

現在、一部の自治体では独自財源を投じて中学校給食の無償化を先行実施しているが、

財政状況の厳しい自治体では実施の見通しが立たず、住む地域によって子どもたちが受

ける支援に「格差」が生じている。義務教育における子育て支援の恩恵は、生まれ育っ

た自治体の財政力に関わらず、すべての子どもたちに平等に行き渡るべきである。 

国においては、小学校の無償化に続き、切れ目のない子育て支援を確実なものとする

ため、公立中学校の給食費についても国費負担による無償化を実施するよう以下、強く

要望する。 

記 

 

１．すべての公立中学校における給食費の無償化を実施すること。 

 

２．中学校給食の無償化にあたっては、近年の食材費高騰の実態に見合った十分な基準

額を設定し、給食の「質」や「栄養バランス」が低下しないよう必要な財政措置を

講じること。 

 

３．アレルギーや不登校など、やむを得ない事情で給食を摂取できない生徒(非喫食者)

に対しても、不公平が生じないよう柔軟な支援・給付の仕組みを国として整備する

こと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和８年９月３０日 

                          泉 大 津 市 議 会   

 

提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣  

 

                          


